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1. 平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 41,054 △11.7 693 △8.5 805 △2.0 324 △37.3

28年3月期 46,504 △5.0 757 9.2 822 3.3 517 56.0

（注）包括利益 29年3月期　　427百万円 （7.9％） 28年3月期　　395百万円 （△7.2％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 16.80 ― 1.9 3.0 1.7

28年3月期 26.80 ― 3.2 3.0 1.6

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 ―百万円 28年3月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 26,918 16,827 62.5 871.31

28年3月期 26,972 16,496 61.2 854.15

（参考） 自己資本 29年3月期 16,827百万円 28年3月期 16,496百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 2,723 274 △96 10,089

28年3月期 1,336 △698 △97 7,188

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 96 18.7 0.6

29年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 96 29.8 0.6

30年3月期(予想) ― 0.00 ― 5.00 5.00 19.3

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 20,000 △2.6 300 △5.3 350 1.7 200 △16.0 10.36

通期 41,500 1.1 700 1.0 800 △0.7 500 54.1 25.89



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

(注)詳細は、添付資料14ページ「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項　（会計方針の変更）」をご覧下さい。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 20,830,825 株 28年3月期 20,830,825 株

② 期末自己株式数 29年3月期 1,518,550 株 28年3月期 1,517,346 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 19,313,039 株 28年3月期 19,314,434 株

（参考）個別業績の概要

平成29年3月期の個別業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 40,730 △12.2 667 △12.6 782 △5.2 307 △40.9

28年3月期 46,377 △4.8 763 24.9 825 14.9 521 84.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年3月期 15.94 ―

28年3月期 26.99 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 26,733 16,702 62.5 864.86

28年3月期 26,825 16,388 61.1 848.55

（参考） 自己資本 29年3月期 16,702百万円 28年3月期 16,388百万円

※決算短信は監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及
び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料４ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧下さい。
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日和産業㈱(2055)　平成29年３月期決算短信

－1－



 

 

１ ． 経 営 成 績 等 の 概 況  

(1)当 期 の 経 営 成 績 の 概 況  

当 連 結 会 計 年 度 に お け る わ が 国 経 済 は 、 個 人 消 費 や 企 業 の 設 備 投 資 が

低 調 で あ っ た も の の 、 円 安 に よ る 企 業 収 益 の 増 加 や 公 共 投 資 に よ る 下 支

え に よ り 、 緩 や か な 回 復 基 調 で 推 移 し ま し た 。  

飼 料 業 界 に お き ま し て は 、 主 原 料 で あ る 米 国 産 と う も ろ こ し は 、 高 温

に よ る 乾 燥 の 懸 念 に よ り 価 格 は 一 時 上 昇 し ま し た が 、 そ の 後 豊 作 と な っ

た こ と か ら 安 定 的 に 推 移 し ま し た 。  

副 原 料 で あ る 大 豆 粕 は 、 ア メ リ カ は 豊 作 で し た が 南 米 で 不 作 と な っ た

こ と か ら 、 価 格 は 底 堅 く 推 移 し ま し た 。  

外 国 為 替 相 場 に つ い て は 、 円 高 基 調 で 推 移 し て お り ま し た が 、 米 国 大

統 領 選 挙 以 降 は 円 安 と な り ま し た 。  

配 合 飼 料 メ ー カ ー 各 社 は 、 配 合 飼 料 価 格 を ４ 月 と 10 月 に 値 下 げ し 、 ７

月 と １ 月 に は 値 上 げ を 行 い ま し た が 、 通 期 の 販 売 単 価 は 前 年 を 下 回 り ま

し た 。  

畜 産 物 市 況 に つ い て は 、 鶏 卵 ・ 鶏 肉 相 場 は 、 前 年 度 に 引 き 続 き 安 定 的

に 推 移 し ま し た 。 豚 肉 相 場 は 、 出 荷 頭 数 が 回 復 し た こ と か ら 下 落 し た も

の の 、 概 ね 安 定 的 に 推 移 し ま し た 。 牛 肉 相 場 も 引 き 続 き 堅 調 で し た 。  

こ の よ う な 状 況 の な か 、当 社 グ ル ー プ は 、顧 客 ニ ー ズ を 適 切 に 捉 え た 商

品 の 提 供 、 原 料 コ ス ト の 最 適 化 及 び 合 理 化 に 取 り 組 み ま し た 。  

そ の 結 果 、 売 上 高 は 410 億 54 百 万 円 （ 前 年 同 期 比 11.7%減 ） と な り ま

し た 。利 益 面 に つ き ま し て は 、営 業 利 益 は ６ 億 93 百 万 円（ 前 年 同 期 比 8.

5%減 ）と な り 、経 常 利 益 は ８ 億 ５ 百 万 円（ 前 年 同 期 比 2.0%減 ）、親 会 社 株

主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 は ３ 億 24 百 万 円 （ 前 年 同 期 比 37.3%減 ） と な り

ま し た 。  

   セ グ メ ン ト の 業 績 は 、 次 の と お り で あ り ま す 。  

   飼 料 事 業  

    売 上 高 は 、393 億 60 百 万 円（ 前 年 同 期 比 12.3%減 ）と な り 、セ グ メ ン

ト 利 益 （ 営 業 利 益 ） は 10 億 35 百 万 円 （ 前 年 同 期 比 10.3％ 増 ） と な り

ま し た 。  

   畜 産 事 業  

    売 上 高 は 、16 億 94 百 万 円（ 前 年 同 期 比 5.6%増 ）と な り 、セ グ メ ン ト

利 益 （ 営 業 利 益 ） は 1 億 円 （ 前 年 同 期 比 61.1%増 ） と な り ま し た 。  

 

(2)当 期 の 財 政 状 態 の 概 況  

資 産 、 負 債 及 び 純 資 産 の 状 況  

（ 資 産 ）  

当 連 結 会 計 年 度 末 に お け る 総 資 産 は 、前 連 結 会 計 年 度 末 に 比 べ 53 百 万

円 減 少 し 269 億 18 百 万 円 と な り ま し た 。  

流 動 資 産 に つ き ま し て は 、 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 が 10 億 89 百 万 円 減 少

し た も の の 、 現 金 及 び 預 金 が 29 億 円 増 加 し た た め 、 前 連 結 会 計 年 度 末 に

比 べ 10 億 24 百 万 円 増 加 し ま し た 。  

固 定 資 産 に つ き ま し て は 、 破 産 更 生 債 権 等 が ４ 億 ９ 百 万 円 、 長 期 貸 付

金 が ３ 億 85 百 万 円 、 繰 延 税 金 資 産 が ３ 億 42 百 万 円 減 少 し た た め 、 前 連

結 会 計 年 度 末 に 比 べ 10 億 78 百 万 円 減 少 し ま し た 。  

  

  （ 負 債 ）  

当 連 結 会 計 年 度 末 に お け る 負 債 合 計 は 、 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 が ４ 億 76

百 万 円 減 少 し た た め 、 前 連 結 会 計 年 度 末 に 比 べ ３ 億 83 百 万 円 減 少 し 100

億 91 百 万 円 と な り ま し た 。  
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  （ 純 資 産 ）  

当 連 結 会 計 年 度 末 に お け る 純 資 産 合 計 は 、利 益 剰 余 金 が ２ 億 27 百 万 円

増 加 し 、そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 が 81 百 万 円 増 加 し た た め 、前 連 結 会

計 年 度 末 に 比 べ ３ 億 30 百 万 円 増 加 し 168 億 27 百 万 円 と な り ま し た 。  

 

(3)当 期 の キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー の 概 況  

当 連 結 会 計 年 度 末 に お け る 現 金 及 び 現 金 同 等 物 （ 以 下 「 資 金 」 と い う ）

は 、100 億 89 百 万 円 と な り 、前 連 結 会 計 年 度 末 よ り 29 億 円 増 加 し ま し た 。

各 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー の 状 況 と そ れ ら の 主 な 要 因 は 次 の と お り で す 。  

 

  （ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ）  

営 業 活 動 の 結 果 取 得 し た 資 金 は 、27 億 23 百 万 円（ 前 年 同 期 取 得 し た 資

金 13 億 36 百 万 円 ） と な り ま し た 。 こ れ は 主 に 、 売 上 債 権 が 11 億 46 百

万 円 減 少 し 、 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 を ８ 億 ２ 百 万 円 、 減 価 償 却 費 を ４

億 47 百 万 円 計 上 し た こ と に よ る も の で あ り ま す 。   

 

  （ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ）  

投 資 活 動 の 結 果 取 得 し た 資 金 は 、２ 億 74 百 万 円（ 前 年 同 期 使 用 し た 資

金 ６ 億 98 百 万 円 ） と な り ま し た 。 こ れ は 主 に 、 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ

る 支 出 が ２ 億 １ 百 万 円 、貸 付 け に よ る 支 出 が １ 億 54 百 万 円 あ っ た も の の 、

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 が ６ 億 14 百 万 円 あ っ た こ と に よ る も の で あ り ま

す 。  

 

  （ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ）  

財 務 活 動 の 結 果 使 用 し た 資 金 は 、96 百 万 円（ 前 年 同 期 使 用 し た 資 金 97

百 万 円 ） と な り ま し た 。 こ れ は 主 に 、 配 当 金 の 支 払 い に よ る 支 出 96 百 万

円 に よ る も の で あ り ま す 。  

 

（ 参 考 ） キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 関 連 指 標 の 推 移  

 平 成 25 年

3 月 期  

平 成 26 年

3 月 期  

平 成 27 年

3 月 期  

平 成 28 年  

3 月 期  

平 成 29 年

3 月 期  

自 己 資 本 比 率 (% ) 57. 9 60. 0 59. 9 61. 2 62. 5

時価ベースの自己資本比率

(% )  
13. 5 13. 6 17. 2 16. 5 16. 9

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率(年) 
－ 2.3 2.2 3.5 1.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（ 倍 ）  
－ 31.1 33. 0 21. 1 43. 4

（ 注 ） 自 己 資 本 比 率 ： 自 己 資 本 ／ 総 資 産  

時 価 ベ ー ス の 自 己 資 本 比 率 ： 株 式 時 価 総 額 ／ 総 資 産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ : キャッシュ・フロー／利払い 

 

※ 各 指 標 は 、 い ず れ も 連 結 ベ ー ス の 財 務 数 値 に よ り 算 出 し て お り ま す 。 

※ 株 式 時 価 総 額 は 、期 末 株 価 終 値 ×期 末 発 行 済 株 式 数（ 自 己 株 式 控 除 後 ）

に よ り 算 出 し て お り ま す 。  

※ キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー は 、営 業 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー を 利 用 し て お り ま す 。  

営 業 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー は 連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書 の 営 業 活 動  

に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー を 使 用 し て お り ま す 。有 利 子 負 債 は 、連 結  

貸 借 対 照 表 に 計 上 さ れ て い る 負 債 の う ち 利 子 を 支 払 っ て い る 全 て の  

負 債 を 対 象 と し て お り ま す 。ま た 、利 払 い に つ い て は 、連 結 キ ャ ッ シ
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ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 の 利 息 の 支 払 額 を 使 用 し て お り ま す 。  

※ 平 成 25 年 ３ 月 期 の キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 対 有 利 子 負 債 比 率 お よ び イ ン

タ レ ス ト・カ バ レ ッ ジ・レ シ オ に つ い て は 、営 業 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー

が マ イ ナ ス の た め 記 載 し て お り ま せ ん 。  

 

(4)今 後 の 見 通 し  

今 後 の 見 通 し に つ き ま し て は 、国 際 情 勢 が 緊 迫 す る な か で 、新 興 国 経

済 に 減 速 懸 念 が 広 が っ て お り 、景 気 の 先 行 き は 不 透 明 な 状 況 で す 。当 社

グ ル ー プ を 取 り 巻 く 環 境 は 、原 材 料 価 格 や 為 替 相 場 が 不 安 定 で あ り 、他

社 と の 競 争 も 激 し さ を 増 し て い る こ と か ら 、 引 き 続 き 厳 し い 状 況 で す 。

  

こ の よ う な 状 況 の も と で 、当 社 グ ル ー プ と い た し ま し て は 、原 料 調 達

の 多 様 化 を 促 進 し 、新 製 品 の 開 発 と 販 売 の 強 化 を 図 り 、固 定 費 や 生 産 コ

ス ト の 削 減 に 注 力 す る こ と で 業 績 の 向 上 に 努 め て ま い り ま す 。  

次 期 の 業 績 は 、 売 上 高 415 億 円 、 営 業 利 益 ７ 億 円 、 経 常 利 益 ８ 億 円 、

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 ５ 億 円 を 見 込 ん で お り ま す 。  

 

利 益 配 分 に 関 し ま し て は 、長 期 に わ た っ て の 財 務 体 質 と 経 営 基 盤 の 強

化 の た め 内 部 留 保 に つ と め る と と も に 、継 続 的 に 安 定 し た 配 当 を 行 う こ

と を 基 本 方 針 と し て お り ま す 。  

当 期 の 配 当 金 に つ き ま し て は 、当 初 の 予 定 ど お り １ 株 当 た り ５ 円 を 予

定 し て お り ま す 。  

ま た 、次 期 の 配 当 金 に つ き ま し て も 当 期 と 同 じ く 、１ 株 当 た り 期 末 ５

円 を 予 定 し て お り ま す 。  

 

２ ． 会 計 基 準 の 選 択 に 関 す る 基 本 的 な 考 え 方  

当 社 グ ル ー プ の 業 務 は 、現 在 日 本 国 内 を 主 と し て お り 、当 面 は 日 本 基 準

に 基 づ き 連 結 財 務 諸 表 を 作 成 す る 方 針 で あ り ま す 。  

 

 

  

日和産業㈱(2055)　平成29年３月期決算短信

－4－



３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,188,688 10,089,341

受取手形及び売掛金 9,313,808 8,224,391

商品及び製品 190,422 136,313

仕掛品 409,935 320,885

原材料及び貯蔵品 1,621,845 1,448,831

繰延税金資産 54,165 65,504

その他 756,519 296,971

貸倒引当金 △69,282 △91,244

流動資産合計 19,466,102 20,490,995

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2 5,443,576 ※2 5,485,157

減価償却累計額 △4,361,343 △4,457,353

建物及び構築物（純額） 1,082,233 1,027,804

機械装置及び運搬具 ※2 13,425,587 ※2 13,510,641

減価償却累計額 △11,958,761 △12,194,009

機械装置及び運搬具（純額） 1,466,825 1,316,632

工具、器具及び備品 805,854 851,501

減価償却累計額 △693,909 △733,439

工具、器具及び備品（純額） 111,945 118,061

土地 1,572,890 1,569,808

建設仮勘定 50,818 -

有形固定資産合計 4,284,712 4,032,306

無形固定資産 6,408 14,656

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 393,606 ※1 511,602

長期貸付金 1,726,860 1,341,050

破産更生債権等 3,349,433 2,939,733

繰延税金資産 875,981 533,885

その他 36,911 34,367

貸倒引当金 △3,168,000 △2,979,839

投資その他の資産合計 3,214,793 2,380,798

固定資産合計 7,505,914 6,427,761

資産合計 26,972,017 26,918,757
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当連結会計年度
(平成29年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,549,518 4,073,348

短期借入金 4,569,000 4,569,000

未払金 572,899 541,300

未払法人税等 212,079 117,197

未払消費税等 - 160,530

賞与引当金 134,283 111,836

その他 327,507 380,867

流動負債合計 10,365,289 9,954,081

固定負債

長期未払金 84,240 84,240

退職給付に係る負債 25,893 53,381

固定負債合計 110,133 137,621

負債合計 10,475,422 10,091,702

純資産の部

株主資本

資本金 2,011,689 2,011,689

資本剰余金 1,904,186 1,904,186

利益剰余金 12,785,467 13,013,351

自己株式 △295,453 △295,696

株主資本合計 16,405,889 16,633,529

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 109,676 191,635

繰延ヘッジ損益 △18,971 1,889

その他の包括利益累計額合計 90,704 193,524

純資産合計 16,496,594 16,827,054

負債純資産合計 26,972,017 26,918,757
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 46,504,272 41,054,883

売上原価 42,746,654 37,345,577

売上総利益 3,757,617 3,709,306

販売費及び一般管理費

販売費 ※1 2,174,079 ※1 1,992,743

一般管理費 ※1 826,094 ※1 1,023,520

販売費及び一般管理費合計 3,000,173 3,016,263

営業利益 757,443 693,042

営業外収益

受取利息 67,345 43,975

受取配当金 11,103 12,718

受取保険金 10,257 51,594

売電収入 16,754 48,793

為替差益 29,568 30,664

受取賃貸料 17,026 16,579

その他 47,197 75,577

営業外収益合計 199,252 279,902

営業外費用

支払利息 63,528 62,919

売電費用 21,553 43,764

支払手数料 34,687 34,725

その他 14,888 25,895

営業外費用合計 134,658 167,304

経常利益 822,037 805,640

特別損失

減損損失 ※2 56,220 ※2 3,590

特別損失合計 56,220 3,590

税金等調整前当期純利益 765,817 802,050

法人税、住民税及び事業税 216,673 192,264

法人税等調整額 31,554 285,334

法人税等合計 248,227 477,599

当期純利益 517,589 324,450

親会社株主に帰属する当期純利益 517,589 324,450
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当期純利益 517,589 324,450

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △98,971 81,959

繰延ヘッジ損益 △22,805 20,860

その他の包括利益合計 ※1 △121,776 ※1 102,819

包括利益 395,812 427,270

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 395,812 427,270

非支配株主に係る包括利益 - -
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,011,689 1,904,186 12,364,457 △294,839 15,985,493

当期変動額

剰余金の配当 △96,579 △96,579

親会社株主に帰属す

る当期純利益
517,589 517,589

自己株式の取得 △614 △614

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － 421,010 △614 420,395

当期末残高 2,011,689 1,904,186 12,785,467 △295,453 16,405,889

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 208,647 3,834 212,481 16,197,975

当期変動額

剰余金の配当 △96,579

親会社株主に帰属す

る当期純利益
517,589

自己株式の取得 △614

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△98,971 △22,805 △121,776 △121,776

当期変動額合計 △98,971 △22,805 △121,776 298,619

当期末残高 109,676 △18,971 90,704 16,496,594
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,011,689 1,904,186 12,785,467 △295,453 16,405,889

当期変動額

剰余金の配当 △96,567 △96,567

親会社株主に帰属す

る当期純利益
324,450 324,450

自己株式の取得 △242 △242

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － 227,883 △242 227,640

当期末残高 2,011,689 1,904,186 13,013,351 △295,696 16,633,529

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 109,676 △18,971 90,704 16,496,594

当期変動額

剰余金の配当 △96,567

親会社株主に帰属す

る当期純利益
324,450

自己株式の取得 △242

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

81,959 20,860 102,819 102,819

当期変動額合計 81,959 20,860 102,819 330,460

当期末残高 191,635 1,889 193,524 16,827,054

決算短信（宝印刷） 2017年05月11日 15時20分 6ページ（Tess 1.50(64) 20160317_01）

日和産業㈱(2055)　平成29年３月期決算短信

－10－



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 765,817 802,050

減価償却費 400,004 447,130

減損損失 56,220 3,590

貸倒引当金の増減額（△は減少） △28,525 103,467

賞与引当金の増減額（△は減少） 19,786 △22,446

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 2,911 27,488

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 9,479 -

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △45,791 -

受取利息及び受取配当金 △78,449 △56,693

支払利息 63,528 62,919

売上債権の増減額（△は増加） 1,016,009 1,146,690

たな卸資産の増減額（△は増加） 29,661 316,172

仕入債務の増減額（△は減少） △437,442 △478,532

未払消費税等の増減額（△は減少） △186,073 160,530

未収消費税等の増減額（△は増加） △34,006 27,830

その他の資産の増減額（△は増加） △295,625 428,830

その他の負債の増減額（△は減少） 30,452 61,588

小計 1,287,958 3,030,617

利息及び配当金の受取額 78,449 56,693

利息の支払額 △63,209 △62,775

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 33,651 △301,369

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,336,850 2,723,166

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 - △1,000

有形固定資産の取得による支出 △1,020,205 △201,099

無形固定資産の取得による支出 - △2,731

貸付けによる支出 △331,690 △154,150

貸付金の回収による収入 653,383 614,047

その他 - 19,160

投資活動によるキャッシュ・フロー △698,512 274,227

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △614 △242

配当金の支払額 △96,591 △96,497

財務活動によるキャッシュ・フロー △97,205 △96,740

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 541,132 2,900,653

現金及び現金同等物の期首残高 6,647,555 7,188,688

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 7,188,688 ※1 10,089,341
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社 １社 東和畜産株式会社 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない関連会社の名称 

みちのく飼料株式会社 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と 

しても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。 

 

４．会計方針に関する事項 

①重要な資産の評価基準及び評価方法 

 有価証券  

  その他有価証券  

   時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。

   時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。 

 デリバティブ 時価法によっております。 

 たな卸資産 主として先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方

法）によっております。 

 

②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 有形固定資産 主として定率法によっております。ただし、平成 10 年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物   ５～50 年 

機械装置及び運搬具 ２～20 年 

日和産業㈱(2055)　平成29年３月期決算短信

－12－



 無形固定資産 定額法によっております。ただし、ソフトウエア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

 

③重要な引当金の計上基準 

 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

 

④退職給付に係る会計処理の方法 

 当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債、退職給付に係る資産及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお

ります。 

  

⑤重要なヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。 

ただし、為替予約が付されている外貨建債務については振当処理を行って

おります。 

 ヘッジ手段と 

ヘッジ対象 

ヘッジ手段  為替予約 

ヘッジ対象  外貨建債務等 

 ヘッジ方針 ヘッジ対象の範囲内で、将来の為替相場の変動によるリスクを回避する目

的でのみヘッジ手段を利用する方針であります。 

 ヘッジ有効性評価 

の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時

及びその後も継続して相場変動を完全に相殺するものと想定することが

できるため、ヘッジ有効性の判定は省略しております。 

 

⑥連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能で、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

⑦消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

 

日和産業㈱(2055)　平成29年３月期決算短信

－13－



（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度に適用し、平成 28 年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

この変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は、軽微

であります。 

 

（表示方法の変更） 

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取保険金」は、営業外収益の総額

の 100 分の 10 を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結損益計算書の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた 57,455 千

円は、「受取保険金」10,257 千円、「その他」47,197 千円として組み替えております。 

 

（追加情報） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年３月 28 日)を

当連結会計年度から適用しております。 

 

（連結貸借対照表関係） 

※１ 投資有価証券に含まれる関連会社株式 

 （前連結会計年度） （当連結会計年度） 

 31,200 千円 31,200 千円

 

※２ 国庫補助金による有形固定資産の取得価額から控除されている圧縮記帳額 

 （前連結会計年度） （当連結会計年度） 

建 物 及 び 構 築 物 41,568 千円 41,568 千円

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 231,942 千円 231,942 千円

 

３ 保証債務 

 （前連結会計年度） （当連結会計年度） 

 11,000 千円 10,000 千円
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（連結損益計算書関係） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な科目及び金額は、次のとおりであります。 

    （前連結会計年度）    （当連結会計年度）

運 賃 保 管 料 703,091 千円 646,326 千円

飼 料 価 格 安 定 基 金 負 担 金 1,273,843 千円 1,175,033 千円

従 業 員 給 与 手 当 355,803 千円 339,735 千円

減 価 償 却 費 48,058 千円 50,308 千円

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △31,995 千円 103,467 千円

賞 与 引 当 金 繰 入 額 44,058 千円 33,474 千円

退 職 給 付 費 用 19,316 千円 33,682 千円

債務保証損失引当金繰入額 △45,791 千円 －千円

 

※２ 当社グループは、以下の資産又は資産グループについて減損損失を計上しました。 

  前連結会計年度  

場所 用途 種類 減損損失（千円） 

愛媛県四国中央市 遊休資産等 土地 43,961

熊本県菊池市 遊休資産 建物及び構築物 

土地 

600

6,456

大阪府大阪市 遊休資産 土地 5,201

合計 56,220

当社グループは、事業資産については、キャッシュ・フローを生みだす最小単位に基づく事業区分で、 

遊休資産については、個別の物件単位でグルーピングを行っております。 

その結果、収益性の悪化が生じている資産または資産グループにおいて、帳簿価額を回収可能価額ま 

で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、当該資産または資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却 

価額は、不動産鑑定評価額等を基準として算定しております。 

 

  当連結会計年度  

場所 用途 種類 減損損失（千円） 

鹿児島県鹿屋市 事業資産 土地 3,590

合計 3,590

当社グループは、事業資産については、キャッシュ・フローを生みだす最小単位に基づく事業区分で、 

遊休資産については、個別の物件単位でグルーピングを行っております。 

その結果、収益性の悪化が生じている資産または資産グループにおいて、帳簿価額を回収可能価額ま 

で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、当該資産または資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却 
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価額は、不動産鑑定評価額等を基準として算定しております。 

 

（連結包括利益計算書関係） 

    （前連結会計年度）    （当連結会計年度）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

     その他有価証券評価差額金 

当期発生額 △149,250 千円 118,097 千円

組替調整額 △0千円 △0千円

税効果調整前 △149,251 千円 118,096 千円

税効果額 50,280 千円 36,137 千円

その他有価証券評価差額金 △98,971 千円 81,959 千円

繰延ヘッジ損益 

当期発生額 △33,120 千円 30,145 千円

組替調整額 －千円 －千円

税効果調整前 △33,120 千円 30,145 千円

税効果額 10,315 千円 △9,284 千円

繰延ヘッジ損益 △22,805 千円 20,860 千円

その他の包括利益合計 △121,776 千円 102,819 千円

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 20,830,825 － － 20,830,825

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 1,514,906 2,440 － 1,517,346

（注）普通株式の増加 2,440 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

３ 新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
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４ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金の

総額 

（千円）

1株当たり

配当額 

（円) 

基準日 効力発生日 

平成 27 年６月 26 日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 96,579 5.00 平成 27 年３月 31 日 平成 27 年６月 29 日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 

株式

の 

種類 

 

配当の

原資 

配当金

の 

総額 

(千円)

1 株 

当たり

配当額

（円) 

基準日 効力発生日 

平成 28 年６月 29 日 

定 時 株 主 総 会 

普通

株式 

利益剰

余金 
96,567 5.00 平成 28 年３月 31 日 平成 28 年６月 30 日

 

当連結会計年度 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 20,830,825 － － 20,830,825

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 1,517,346 1,204 － 1,518,550

（注）普通株式の増加 1,204 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

３ 新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金の

総額 

（千円）

1株当たり

配当額 

（円) 

基準日 効力発生日 

平成 28 年６月 29 日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 96,567 5.00 平成 28 年３月 31 日 平成 28 年６月 30 日
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（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 

株式

の 

種類 

 

配当の

原資 

配当金

の 

総額 

(千円)

1 株 

当たり

配当額

（円) 

基準日 効力発生日 

平成 29 年６月 29 日 

定 時 株 主 総 会 

普通

株式 

利益剰

余金 
96,561 5.00 平成 29 年３月 31 日 平成 29 年６月 30 日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （前連結会計年度） （当連結会計年度） 

現金及び預金勘定 7,188,688 千円 10,089,341 千円

現金及び現金同等物 7,188,688 千円 10,089,341 千円
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 （セグメント情報） 

１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分

の決定及び業績を評価するため定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、配合飼料の製造、販売及び畜産物の生産、販売を主な内容とし、これに関連する事業を展開していることか

ら、「飼料事業」、「畜産事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「飼料事業」は配合飼料の製造販売及び得意先の生産畜産物の売買をしております。「畜産事業」は畜産物の生産及

び販売を行っており、子豚の生産及び肉豚の肥育をしております。 

 

２ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における

記載と同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益をベースとした数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は概ね市場実勢価格に基づいております。 

 

「会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度に適用し、平成 28 年４月１日

以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

この変更による当連結会計年度のセグメント利益に与える影響は、軽微であります。 

 

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

    前連結会計年度（自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日）              

                                               （単位：千円） 

報告セグメント  

飼料事業 畜産事業 計 

調整額 

（注）１ 

連結財務諸

表計上額

（注）２ 

売上高 

外部顧客への売上高 

セグメント間の内部売上高又は振替高 

44,900,228

935,951

1,604,044

―

 

46,504,272 

935,951 

―

△935,951

46,504,272

―

計 45,836,179 1,604,044 47,440,223 △935,951 46,504,272

セグメント利益 938,771 62,470 1,001,242 △243,798 757,443

セグメント資産 17,406,112 860,386 18,266,498 8,705,518 26,972,017

その他の項目 

減価償却費 

減損損失 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額

349,663

―

679,711

26,093

―

34,315

 

375,757 

― 

714,027 

24,246

56,220

335,649

400,004

56,220

1,049,676

（注）1 調整額は、以下のとおりであります。 

(1)セグメント利益の調整額△243,798 千円には、各報告セグメントへ配賦していない費用（貸倒引当金繰入額及び
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退職給付費用に係る年金資産の時価評価差額並びに管理部門に係る費用等）241,766 千円が含まれております。 

(2)セグメント資産の調整額8,705,518千円には、セグメント間の相殺消去△376,653千円、全社資産の金額9,082,172

千円が含まれております。その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価

証券）、管理部門に係る資産及び繰延税金資産等であります。 

2 セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

  当連結会計年度（自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31 日）              

                                               （単位：千円） 

報告セグメント  

飼料事業 畜産事業 計 

調整額 

（注）１ 

連結財務諸

表計上額

（注）２ 

売上高 

外部顧客への売上高 

セグメント間の内部売上高又は振替高 

39,360,484

831,804

1,694,399

―

 

41,054,883 

831,804 

―

△831,804

41,054,883

―

計 40,192,288 1,694,399 41,886,687 △831,804 41,054,883

セグメント利益 1,035,007 100,633 1,135,641 △442,599 693,042

セグメント資産 14,787,197 787,977 15,575,174 11,343,583 26,918,757

その他の項目 

減価償却費 

減損損失 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額

381,856

―

191,737

24,270

3,590

15,884

 

406,127 

3,590 

207,621 

41,003

―

9,785

447,130

3,590

217,407

（注）1 調整額は、以下のとおりであります。 

(1)セグメント利益の調整額△442,599 千円には、各報告セグメントへ配賦していない費用（貸倒引当金繰入額及び

退職給付費用に係る年金資産の時価評価差額並びに管理部門に係る費用等）445,233 千円が含まれております。 

(2)セグメント資産の調整額 11,343,583 千円には、セグメント間の相殺消去△335,541 千円、全社資産の金額

11,679,124 千円が含まれております。その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金

（投資有価証券）、管理部門に係る資産及び繰延税金資産等であります。 

2 セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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（1株当たり情報） 

前連結会計年度 

（自 平成 27 年４月  1 日 

 至 平成 28 年３月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 28 年４月  1 日 

 至 平成 29 年３月 31 日） 

1 株当たり純資産額 

1 株当たり当期純利益金額 

854.15 円

26.80 円

1 株当たり純資産額 

1 株当たり当期純利益金額 

871.31 円

16.80 円

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額 

 潜在株式がないため、記載しておりません。 

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額 

 潜在株式がないため、記載しておりません。 

 

（注）算定上の基礎 

1 株当たり当期純利益金額 

項目 

前連結会計年度 

（自 平成 27 年４月  1 日 

   至 平成 28 年３月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 28 年４月  1 日 

 至 平成 29 年３月 31 日） 

親会社株主に帰属する当期純利益

(千円) 
517,589 324,450

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属

する当期純利益(千円) 
517,589 324,450

普通株式の期中平均株式数(株) 19,314,434 19,313,039

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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